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後期高齢者医療

ほけん課 高齢者医療係 ☎ 22-3145

CITY  INFORMAT ION
市 役 所 か ら の お 知 ら せ

CITY  INFORMATION

条件
【世帯（被保険者と世帯主）の総所得金額等】

軽減率
【保険料均等割額】

「基礎控除額（33 万円）」を超えない世帯で、被保険
者全員の年金収入の控除額をそれぞれ 80 万円
として計算したうえで所得が 0 円となる場合

9 割

「基礎控除額（33 万円）」を超えない世帯 8.5 割

「基礎控除額（33 万円）」＋「27 万円×世帯の被保険
者数」を超えない世帯 ( 対象者拡大 ) 5 割

「基礎控除額（33 万円）」＋「49 万円×世帯の被保険
者数」を超えない世帯 ( 対象者拡大 ) 2 割

　
本
県
後
期
高
齢
者
医
療
広

域
連
合
で
は
２
年
ご
と
に

保
険
料
率
を
見
直
し
て
い
ま
す

が
、今
年
度
は
昨
年
度
と
同
率
で
す
。

　

ま
た
、所
得
が
低
い
方
や
被
用

者
保
険
※

の
加
入
者
に
扶
養
さ
れ

て
い
た
方
の
保
険
料
は
継
続
し
て

軽
減
さ
れ
ま
す
が
、一
部
軽
減
割

合
な
ど
が
見
直
さ
れ
ま
す
。（
※
協
会

け
ん
ぽ
、健
保
組
合
、共
済
組
合
の
加
入
者
な
ど
）

熊保険料年額の算出方法（平成 28年から変更なし）

47,900 円（均等割額）

総所得金額等－ 33 万円

（所得割額）

9.26％

（所得割率）
＋ ×

※保険料は年額 57 万円が上限です。

●保険料の均等割額の軽減（被保険者全員が等しく負担する保険料）

条件
【被保険者の総所得金額等】 軽減率【保険料所得割額】

「基礎控除（３３万円）」＋
５８万円を超えない人

（平成 28 年度）

5 割
（平成 29 年度）

２割

●保険料の所得割額の軽減（所得に応じて負担する保険料）

　市では国民健康保険被保険者には
年間２０枚、後期高齢者医療被保険者
には年間１０枚の施設利用券を交付
しています。（年間とは４月～翌年３
月までの１年間です。）
　１回の施術で 1,000 円の助成が受
けられますので、必要な方は保険証、
印鑑を持参のうえ、市役所ほけん課ま
たは各支所に申請してください。
　代理の方が申請される時は、必要な
方の保険証、印鑑と代理の方の運転免
許証などの本人確認書類を持参くだ
さい。

《注意事項》
※�保険料の滞納がある場合は交付枚
数を制限させていただくことがあ
ります。
※�施設利用券は本人以外利用できま
せん。（家族であっても券を譲渡す
ることはできません）
※�紛失した場合、再発行はできません
のでご注意ください。

あん摩マッサージ・
鍼きゅう等施設利用券を

交付しています

高齢者医療保険料率と軽減措置のお知らせ

所得が低い人の軽減（５割・2 割軽減対象者の拡大）

被用者保険加入者に扶養されていた方の軽減
（９割軽減→７割軽減へ見直し）

（平成 28 年度）

均等割額 9 割軽減
（平成 29 年度）

均等割額 7 割軽減

※対象者…資格を得た日の前日まで、被用者保険加入者に扶養されていた人

後期高齢者医療保険料の支払方法

後期高齢者医療保険料は、特別徴収（年金か
らの差し引き）または普通徴収（納付書又は
口座振替）により納めることになります。

特別徴収　�年金から差し引いて納付する方法。年金受
給額が年額１８万円以上あり、後期高齢者
医療保険料と介護保険料の合算額が年金
額の１/２を超えない方が対象

普通徴収　�特別徴収の対象者以外の人が、納付書また
は口座振替で納付する方法
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空 き 家 バ ン ク 制 度

まちづくり課 地域振興係　☎ 22-3318

「空き家バンク制度」をご活用ください！

　
で
は
、地
方
創
生
に
係
る
移
住
定
住
促
進
の
一
環
と
し
て「
阿
蘇
市
空
き
家
バ

ン
ク
」を
開
設
し
て
い
ま
す
。

　

こ
の
制
度
は
、空
き
家
を
貸
し
た
い
・
売
り
た
い
所
有
者
と
、空
き
家
を
借
り
た
い
・

買
い
た
い
利
用
者
が
、阿
蘇
市
空
き
家
バ
ン
ク
に
登
録
し
、双
方
合
意
の
も
と
で
空
き

家
の
有
効
活
用
を
行
い
、移
住
・
定
住
の
促
進
と
地
域
の
活
性
化
を
図
る
も
の
で
す
。

市

CITY  INFORMATION

❶�空き家を貸したい・売りたい所有者の方は、市に物件の登録を申し込みます。
※�老朽化が著しいものまたは大規模な修繕が必要なものは登録できません。適
正に管理され入居可能な物件が対象です。

❷�空き家を借りたい・買いたい利用者の方は、市に利用の登録を申し込みます。

❸�市は上記❶・❷の申込みがあった場合、内容を確認のうえ、阿蘇市空き家バン
クに登録します。また、物件については、市のホームページに掲載し、情報提
供をします。

❹�利用登録者は、希望物件があった場合、市に交渉の申込みをします。

❺市は物件登録者に利用希望があったことを通知します。

❻�交渉・契約などは物件登録者と利用登録者の間で行いますが、物件登録者は

（一社）熊本県宅地建物取引業協会へ媒介等を依頼できます。（所定の手数料
が必要です。）

手続きの流れ

空
き
家
所
有
者

（
空
き
家
住
宅
の
所
有
者 
貸
し
た
い
・
売
り
た
い
）

空
き
家
利
用
希
望
者

（
住
み
替
え
希
望
者
な
ど
　
借
り
た
い
・
買
い
た
い
）

空き家バンク
●�ホームページなどで物件

の情報提供
●所有者・利用希望者の登録
●相談・マッチングなど

調 査・確 認 空き家の
情報提供

・問い合わせ
・相　談
・物件登録

・問い合わせ
・相　談
・利用登録

連
携

（一社）熊本県宅地建物取引業協会
媒介など 媒介など

当事者間で売買・賃貸借の交渉・契約

※
物
件
情
報
や
詳
細
は
阿
蘇
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。登
録
申
込
書
も
阿
蘇
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
で
き
ま
す
。

広
告
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●農業委員
　�これまで農業委員は、選挙等により各地区から選出されていましたが、

改正後は農業者や農業団体等に委員候補者の推薦を求めるとともに募
集を行い、その中から候補者を選定し、市長が議会の同意を受け任命
するようになります。

●農地利用最適化推進委員
　�農業委員会が定めた区域を単位として、農地等の利用の最適化の推進

に取り組む活動をする農地利用最適化推進委員は、農業者等に対し候
補者の推薦を求め、募集を行い、農業委員会が委嘱します。推進委員
は複数の区域について、同時に候補者となることができます。ただし、
農業委員と農地利用最適化推進委員は同時に候補者になることはでき
ますが、兼務することはできません。

●定員
▷農業委員　１９人�（うち認定農業者半数以上。１人は農業者以外で中立・

公正な判断ができる人）
▷農地利用最適化推進委員　21 人
※推薦・応募多数の場合は選考します。

●推薦・応募資格
次のいずれにも該当する人
①市に住所を有する人　※農業委員はこの限りではない。
②市が設置する他の付属機関等の委員でない人

●任期
　３年（平成２９年７月２０日から）

●推薦・応募方法
　�4 月 3 日（月）から 4 月 28 日（金）（必着）までに、推薦・応募書類
（市ホームページにも掲載）を郵送（※住所は本誌最終ページに記載）また
は持参してください。

農 業 委 員 会

農業委員会事務局 ☎ 22-3254

農業委員と農地利用最適化推進委員の推薦・募集を受け付けます

　
正「
農
業
委
員
会
等
に
関
す
る
法
律
」が
平
成
28
年
４
月
１
日
か
ら

施
行
さ
れ
ま
し
た
。農
業
委
員
会
の
組
織
・
選
出
基
準
の
見
直
し
な

ど
が
行
わ
れ
、農
業
委
員
の
選
出
方
法
の
変
更
と
、農
地
利
用
最
適
化
推
進

委
員
が
新
設
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

　

こ
れ
に
伴
い
、農
業
委
員
と
農
地
利
用
最
適
化
推
進
委
員
の
推
薦
・
募
集

の
受
け
付
け
を
行
い
ま
す
。

改
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塗装・防水工事・メンテナンス

株式会社

〒869-2302

熊本県阿蘇市三久保448番地22

web    http;//www.aso-inoue.com/

E-mail info@aso-inoue.com

塗装内容

（屋根・壁・破風板・軒天・デッキ・塀・他）

防水内容

（雨漏れ調査・屋上・ベランダ・コーキング・他）
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確認じゃ！給付金。

臨時福祉給付金
（経済対策分）

対象者には 4 月中旬以降に申請書などを送付します

1人につき15,000円
支給対象者

平成 28 年度臨時福祉
給付金（3,000 円）の支給対象者

平成 26年 4月に実施した消費税率引上げに
伴う所得の少ない方への影響を緩和します

●�給付金を受け取るためには、申請が必要です。市役
所福祉課から送付される案内をご確認ください。

問 い 合 わ せ

市役所福祉課 総合福祉係　☎ 22-3167

「熊本地震犠牲者の方への黙とう」を行います

熊本県下を襲った熊本地震から 1年を迎え、阿蘇市では不幸にも犠牲になら
れた方々の慰霊と復興への歩みを確実なものとするために、黙とうを行いま
す。サイレンを鳴らしますので、市民の皆さま方のご協力をお願いします。

とき　4 月 16 日㈰　午前 10 時頃

【問い合わせ】　総務課防災対策室　☎２２－３１１１


